
自治基本条例及び自治基本条例推進会議について 
 

１．自治基本条例について 
 

⑴ 条例制定の背景 

地方分権の進展により、国と地方は、上下・主従の関係から対等・協力の関

係に変わり、事務や権限が地方へ移譲されたことで、自治体は、より主体的な

行政の展開が可能となった。また、人口減少、少子高齢化により社会環境が変

化し、住民の価値観や行政に対するニーズは多様化していった。 

こうしたなか、地域の実情に合ったまちづくりを進めるにあたり、「住民の

行政への参画や住民との協働」に関する考え方やルールを定める必要が生じて

きた。 

⑵ 条例の制定 

平成２１年６月制定（９月１日施行） 

⑶ 条例の目的                  ＊越谷市自治基本条例第１条 

自治のまちづくりの基本理念および目標ならびに市政に関する基本的事項

を定めることにより、「自治の推進」と「豊かな地域環境の創造」を図り、 

住みよい自治のまちの実現に寄与することを目的とする。 

⑷ 自治の基本理念（基本となる考え方）     ＊越谷市自治基本条例第４条 

市民主権 

「市民」がまちづくりの主人公であるという考え方 

人間尊重 

「市民」一人一人が人間として尊重され、「やさしさ」や「心の豊かさ」 

等の人間らしさに満ちたふれあい豊かなまちづくりを行うという考え方 

⑸ 自治の基本原則（基本となる進め方）   ＊越谷市自治基本条例第５～７条 

参加の原則 

まちづくりの主人公である「市民」が、その当事者として市政に参加して、 

まちづくりに取り組む。 

協働の原則 

「市民」と市が、それぞれの役割を認識し、対等な立場で連携・協力し、 

まちづくりに取り組む。 

情報共有の原則 

市の積極的な情報提供と「市民」が保有する情報の市との共有を基本と 

した、まちづくりに取り組む。 

≪参考≫全国の制定状況（令和７年４月１日時点） 

全国４１１自治体（全自治体の２３.０%）で制定 

※平成１３年に、全国で最初の自治基本条例が北海道ニセコ町（ニセコ町まちづく

り基本条例）で制定された。その後、平成２０年代前半には毎年度３０を超える

条例が制定されていたが、近年では、令和３年度に２自治体、令和４年度に３自

治体、令和５年度に５自治体、令和７年度に１自治体で制定された。 

 

   

 

２．自治基本条例推進会議の概要 
 

⑴ 設置の目的           ＊越谷市自治基本条例推進会議設置条例第１条 

条例の実効性を確保するため、越谷市自治基本条例第 28 条の規定に基づき、

市長の附属機関として設置する。 

⑵ 所管事項※            ＊越谷市自治基本条例推進会議設置条例第２条 

１ 推進会議は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議する。 

⑴自治基本条例の適切な運用に関する事項 

⑵自治基本条例の普及に関する事項 

⑶自治基本条例の見直しに関する事項 

２ 推進会議は、前項各号の事項について、市長に意見を述べることができる｡ 

⑶ 組織              ＊越谷市自治基本条例推進会議設置条例第３条 

１ 推進会議は、委員 15 人以内で組織する。 
２ 委員は次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

⑴公募による市民 
⑵コミュニティ組織の推薦する者 
⑶学識経験者 

⑷ 任期              ＊越谷市自治基本条例推進会議設置条例第４条 

２年（第９期は令和８年４月１日～令和１０年３月３１日） 

※所管事項における委員の役割について 

○条例の理念が広く浸透し、参加と協働のまちづくりが推進されているか、また、 
条例に基づいた行政運営・議会運営がなされているかを検証する。 

○条例の理念や規定が、時代や社会情勢に照らして適当であるかを検討する。 
 

 

３．自治基本条例推進会議の実績 

【第８期推進会議 開催実績】 

●令和６年度 

会議開催日 主な内容 出席者 

【第１回】5/9(木) 第８期推進会議の進め方について １４人 

【第２回】7/10(木) 自治基本条例の普及について １５人 

【第３回】10/8(火) 
自治基本条例の適切な運用について 
プロセスによる検証対象事業の選定について １４人 

【第４回】1/31(金) 
「越谷市公共施設等総合管理計画」策定プロセスの検証について 
子ども版パンフレットの活用状況について １２人 

 

●令和７年度 

会議開催日 主な内容 出席者 

【第１回】4/22(金) 条例の見直しについて １２人 

【第２回】8/20(水) 第８期報告書（案）について １５人 

 

 

資料１ 



【過去の推進会議】 
期 年度 形式 報告書・答申内容 代表的な意見等 期 

１ 

H22 報告書 

｢自治基本条例の実効性を確保するための課題について｣ 
 条例の適切な運用について 
条例の普及について 
 □若い世代、各種団体など対象を切り分けて普及の取り組み方を検討した。 

〇他条例が自治基本条例の理念に則っているか確認・検証することが必要である。 
〇指標の項目や具体的な目標値の設定の検討をするべき 

１ 

H23 答申 

｢自治基本条例の普及に関する事項について｣ 
 条例の普及についての基本的な考え方 
 条例の普及についての方策 
 □子ども版パンフレットの作成 

〇普及のための決定的な方策はなかったので、様々な方策を組み合わせながら継続して着実に実
施していくことが必要 

〇若い世代への普及を目的として作成した子ども版パンフレットをきっかけに家庭や地域に普及
させていく等、活用方法を検討する必要がある。 

２ H24・H25 答申 

｢自治基本条例の適切な運用に関する事項について｣ 
 条例の適切な運用についての検証方法/現況と課題/方策 
条例のさらなる普及について 

〇市の取り組みは、本条例に基づき、概ね適切に運用されている。 
〇より一層適切に運用するため、進捗状況が確認できる指標を設定し、進捗管理を行う。 
〇主旨を広く市民に知らせることが重要。 

２ 

３ H26・H27 報告書 

｢参加と協働による、市民を主体とした自治のまちづくりを進めるために｣ 
 市民の思いをまちづくりにつなげるために 
 協働のまちづくりを進めるために 
  □どのような「協働」が有効であるか調査審議 
 自治基本条例のさらなる普及について 

〇地域の課題解決に際し、行政が為すべきこと、住民が為すべきこと、行政と住民が協力して為す
べきことなど、役割を分担して取り組むため、住民自らまちづくりに参画する意識の醸成ととも
に協働を進める環境づくりが必要。 

〇地域コミュニティ組織と市民活動団体等が連携することで、活動範囲や規模の拡大等、相乗効果
を得ることが可能であり、協働のまちづくりの推進につながる。 

３ 

４ H28・H29 報告書 

｢第４期越谷市自治基本条例推進会議の取組みについて｣ 
条例の運用状況を確認するための指標及び報告事項について 
 □第２期の答申、第３期推進会議からの申し送りを踏まえ、指標(４６項目)及び報告事項を

作成 
市の施策への意見について 

〇指標の数値を全体的に向上させるためには、まず、市民参加の機会を増やし、市政への関心を高
め、市民との協働を推進することが必要。 

〇行政だけでなく市民も、市政への参加の機会についての情報収集や周囲への情報共有など、まち
づくりに積極的に関わる意識を持って行動することが必要。 

４ 

５ H30・R1 報告書 

｢第５期越谷市自治基本条例推進会議の取組みについて｣ 
 条例の適切な運用について 
 条例の普及・啓発について 
  □第４期で作成された指標及び報告事項をもとに普及・啓発について議論 

(委員個人からの意見がまとめられており、推進会議全体としての意見はなし) ５ 

６ R2・R3 報告書 

｢自治基本条例の適切な運用に関する事項について｣ 
 条例の適切な運用に関して 
  □第４期・第５期で作成された「指標(４３)及び報告事項(１７)」を用いて協議する過程で、

これを用いた議論の進め方に関し、疑問や課題、見直しに関する意見 
 条例の適切な運用に係る検証方法の整備・構築について 
  □今後の条例の適切な運用に係る新たな検証方法（「指標(２３)による検証」及び「事業等の

プロセスによる検証」＊新設）を提言 
その他の所管事項について 

〇「指標及び報告事項」は、一定の利点があるものの、６０項目と多く、雑然としており、条例と
の直接的な因果関係のないものも含まれている。また、市や関係機関の事業を評価する行政評価
に似た作業になっていることなどの課題がある。 

〇一方では、指標の数値にとらわれず、実際に市民参加や協働によるまちづくりが実態として推進
されているかが肝心なのではないか。 

６ 

７ R4・R5 報告書 

｢自治基本条例の適切な運用及び普及に関する事項について｣ 
 条例の適切な運用について 
  □指標による検証、第５次総合振興計画策定プロセスにおける検証を行い、その結果と主な

意見（評価できる点/評価できない点/改善提案）をまとめた。 
 条例の普及について 
  □普及の現状と今後の方向性を踏まえ、具体策を提案 

〇「条例の適切な運用」について、指標による検証では、参加・協働は“やや不十分”、情報共有
は“概ね十分”とした。また、第５次総合振興計画の策定プロセスにおいては、“条例が十分適
切に運用されている”とした。 

〇普及のための様々な取組みがなされている一方、認知度は【低い】状態となっている。 
 今後の普及に関する方向性として、“条例自体を普及させることが必要”、“市政参加等の取組み
と条例の関係を理解してもらうことが必要”、“結果として、参加や協働等が市民生活に浸透して
いることが重要”という３つの考え方が示された。 

７ 

８ R6・R7 報告書 

自治基本条例の普及、適切な運用、条例の見直しに関する事項について 
 条例の普及について 
  □これまでの普及に係る取組み等を踏まえ、普及の現状の捉え方や普及策などを協議 
条例の適切な運用について 

  □指標による検証、越谷市公共施設等総合管理計画策定プロセスにおける検証を行い、その
結果と主な意見（評価できる点/評価できない点/改善提案）をまとめた。 

 条例の見直しについて 
  □推進会議として初めて見直しを取り扱い、条例の改正について要否両論から協議 

〇普及に関する今後の取組みとして一定の努力は見受けられるが、さらなる普及に向けて、手法や
ターゲットを変えながら工夫して取り組む必要があるのではないか。 

〇「条例の適切な運用」について、指標による検証では、参加は“どちらともいえない”、協働は
“概ね十分”、情報共有は“十分”とした。また、越谷市公共施設等総合管理計画の策定プロセ
スにおいては、“条例が概ね適切に運用されている”とした。 

○条例の見直しについて、現代社会における課題を具体的に条例に追加するべきといった意見が
あった一方で、条例の理念は今の社会情勢と照らし合わせても十分に表現されているといった
意見もあり、継続して協議していく必要があるとの結論に至った。 

８ 

 


